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第 4回条例検討部会での意見に対する考え方 

 

１ 前文 

名古屋市がつくった条例ということを意識す

るならば、名古屋市が全国に先駆けて障害者

差別相談センターをつくったということも掲

げて、名古屋市がしっかりとやっていこうと

していることを前文で謳ってもいいのではな

いかと思う。 

（斎藤委員） 

【修正なし（素案に向けて継続検討）】 

条例の具体的な内容として、新たに障害者差

別相談センターを位置付ける規定を置くこと

を考えています。したがいまして、そうした

規定が必要となる条例の由来、背景などを述

べる前文に、同センターの記述をすることは

困難ですが、名古屋らしい内容については引

き続き検討します。 
事業者に押し付けているのではなく、市民と

積極的な対話をして条例をつくっていくとい

うことを前文で謳ってもらいたい。 

（斎藤委員） 

【修正なし（素案に向けて継続検討）】 

素案において、具体的に記述する際に、指摘

を踏まえた表現を検討します。 

 

 

２ 目的 

「基本理念を定め、市、事業者及び市民の責

務を明らかにし」た上で、具体的な取り組み

をやることでこういう社会を実現するという

ことが抜けていると思う。 

（斎藤委員） 

【意見を踏まえて修正】 

共生社会実現に向けた手段に関する記述（「障

害者差別を解消するための基本事項を定める

こと」）を追加します。 

 

３ 用語の意義 

②「社会的障壁」 

「制度、慣行、観念その他一切のものをいう」

とあるが、「観念」という言葉は難しいのでは

ないかと思う。もう少し易しく「差別の偏見」

という言葉もあるが、「偏見」と言ってしまう

といろいろとあるかもしれない。もっといい

言葉があればそれでもいいと思う。また、「意

識」という言葉を足すといいと思う。 

（仁木委員） 

【修正なし】 

事業者や市民の活動は、自治体の区域を超え

て広い範囲で行われていることから、社会的

障壁や社会モデルの考え方の浸透には、全国

レベルで連携した周知が重要であると考えて

います。このため、障害者基本法、障害者差

別解消法、愛知県障害者差別解消推進条例と

共通の内容として定義することを考えていま

す。趣旨につきましては、条例の解説や周知・

啓発の中でわかりやすく示してまいりたいと

考えています。 

（参考）既存の本市パンフレットにおいても

わかりやすく説明をしています。 
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この条例自体が差別をなくそうという条例な

ので、「差別」という項目を置いて、不当な差

別的取扱いと合理的配慮の不提供であるとい

うことを入れないと一般市民の方には分かり

やすい条例にはならないのではないかと思

う。他の条例で「差別」の項目があるので、

必要なのではないかと思う。 

（近藤委員） 

【意見を踏まえて修正】 

「障害を理由とする差別」として、不当な差

別的取扱いをすることと合理的配慮を提供し

ないことを追加します。 
 

４ 基本理念 

（意見なし） 

 

５ 市、事業者、市民の責務 

法律にしても条例にしても議員の皆さんが国

民や市民の代表として国会や地方議会で制定

しているので、市が何かをつくってそれを事

業者や市民に対して何かをしなさいというも

のではなく、市民が差別のない社会をつくろ

うという意思を条例に表すわけだから、「努め

なければならない」ではなくて、市はあくま

で施策を実施し、それに対して事業者や市民

は良好な環境をつくっていくものとするとい

う同じような表現にすべきだと思う。 

（斎藤委員） 

【意見を踏まえて修正】 

「努めなければならない」とあるのを「努め

るものとする」に改めます。 

 

６ 事前的改善措置 

（意見なし） 

 

７ 差別の禁止 

教育のところで「就学すべき学校を決定する

こと」とあるが、「学校」としないといけない

のか。その人に合った教育というような方向

に持って行ってもらいたい。後ろの「決定す

る」というところはやはり親と本人が決める

べきかと思っている。 

（岡田委員） 

【修正なし】 

指摘の部分は、義務教育における就学先の学

校を一方的に決定されることのないよう特に

規定したものです。なお、前段において、年

齢、能力に応じ、かつ、その特性に応じた十

分な「教育」が受けられるようにするための

規定を置いています。  
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８ 相談及び紛争解決の仕組み 

あっせんの申し出先が市長となっているが、

障害当時者の側が市長に対して申し出るとい

う手続きは非常に重く感じる。運用で工夫す

るか規則で規定するかだが、市長への申し出

制度をある程度使いやすくする工夫を考えて

もらいたい。 

（田中（伸明）委員） 

【修正なし】 

市長あての申し出窓口は、所管である健康福

祉局障害企画課となります。申し出は、障害

者差別相談センターでの事前相談が必須です

ので、市長への申し出を希望される場合には、

障害者差別相談センターにおいて、障害者に

寄り添い、希望に応じた必要な説明・サポー

トを行える運用が可能であると考えていま

す。 
市長は「勧告することができる」として、勧

告に市長の裁量を認めている。勧告できる場

合が 3つあるが、この内容は勧告すべき内容

のように見える。調整委員会が市長に勧告を

求めた場合には、原則として勧告するという

制度の方がよいと思う。 

（田中（伸明）委員） 

【修正なし】 

市長が勧告の求めを受けた場合、その後の手

続き（※）上、市長の判断により決定する現

在の規定の仕方を考えています。 

なお、附属機関は市長が専門的な意見を聴く

ために設置する趣旨から、その意見は尊重さ

れるものと認識しています。 

※勧告に際し、事業者の弁明や意見陳述の手

続きを設ける場合は、その内容を受けて判

断する必要があるとともに、当該手続きを

設けない場合には、行政手続条例において、

市長に対し勧告の中止やその他必要な措置

を求めることができる場合の規定がありま

す。 

（１）の相談体制の中には障害者差別相談セ

ンターとともに地域の相談窓口があるが、「相

談及び紛争解決の仕組み（イメージ）」の図に

は障害者差別相談センターしかなくて地域の

相談窓口がない。 

（牛田委員） 

【意見を踏まえて修正】 

地域の相談窓口を追加した図に修正します。 
実際に障害者基幹相談支援センターが障害者

差別の相談に乗れる機能はないと思う。障害

者差別相談センターと障害者基幹相談支援セ

ンターの役割や機能をしっかりと書きこむべ

きで、障害者基幹相談支援センターが中途半

端に関わるのは危険だという印象がある。 

（斎藤委員） 

【修正なし】 

障害者基幹相談支援センターにおいて、相談

業務が増加し大変な状況は認識しています。 

条例においては、障害者差別解消法における

相談体制として決定し、すでに対応いただい

ている現在の体制を改めて明記するもので

す。なお、具体的な相談窓口の役割等につい

ては、行政の内部組織のあり方等として、別

途規則以下に定めることになります。 
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９ 障害者差別解消を推進する取り組み 

②にある幼児期・児童期といった学齢期から

の障害のある方の思いや人権を尊重していく

ことは非常に重要だと思う。幼児期から学齢

期にかけて同じ教室で学んで分かり合いまし

ょうという書き方と理解しているが、幼児期・

学齢期の教育の分野でしっかりと差別をしな

いということの基本をきちんと条例や名古屋

市の対応でもしていくことをここに書くべき

だと思う。 

（仁木委員） 

【修正なし】 

条例においては、文部科学大臣が教育課程の

基準として公示する「学習指導要領」の内容

をもとに、障害のある幼児、児童及び生徒が

障害のない幼児、児童及び生徒とともに学ぶ

ことで、共に助け合い支え合って生きていく

ことの大切さを学べるような支援等を規定し

ています。なお、具体的な教育内容として、

条例に本市独自の規定を明記することは困難

と考えていますが、児童期からの教育につい

ては意義あることと考えておりますので、教

育委員会と対応について相談したいと考えて

います。 

 

10 附則 

（意見なし） 

 


